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１．世界で進む医療の国際化

　医療ツーリズム（メディカル・ツーリズム）とは、

「医療を受ける目的で他の国へ渡航すること」を意味す

る。インターネットの普及や国際交通網の発達を背景

に拡大し、現在では世界約50ヵ国で医療ツーリズムが

実施されている。2008年の医療ツーリスト数は年間600

万人程度と推計され、市場規模は12年に1,000億ドルま

で拡大することが見込まれている。

　医療ツーリストの渡航目的を見ると、「最先端の医療

技術」や「より良い品質の医療」を求めて渡航するツー

リストが約７割を占めているが（図表１）、各国の医

療事情に起因する側面もある。例えば、イギリスやカ

ナダでは治療を受けるまで時間がかかるため「待機時

間の解消」を目的に渡航するケースが多い。また、米

国では多数の無保険者がいることに加え、雇用者側が

医療保険の負担軽減のため従業員に医療費の低い海外

での治療を推奨しており、「低コストの医療」を求め

る場合が多い。その他、自国では受けられない治療

（例えば臓器移植など）を求めて渡航する場合もある。

　医療ツーリストの渡航先としては、渡航理由にかか

わらずアジアが目的地となっている割合が高い（図表

２）。以前の医療ツーリズムは新興国から先進国への

渡航が主流であったが、現在は先進国から新興国へ向

かう新たな流れが加わっている。 

 

２．アジアの動向
　　～医療ツーリズムの一大拠点に～

　アジア地域の主要国における医療ツーリストの受け

入れ数は、おおむね年間300万人（2007年）となってお

り、医療ツーリストを受け入れる一大拠点となりつつ

ある。なかでもタイは、観光資源が豊富で、滞在費も
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図表１　医療ツーリストの渡航目的
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安く、語学対応も十分でアメニティの高い病院が多い

ことなどから、受け入れ数が他の国を大きく上回って

いる。

　アジアに渡航する医療ツーリストの居住地域別シェ

アを見ると、近隣アジア諸国からより良い品質の医療

を求めて渡航するツーリストや、同時多発テロ以降米

国への入国が困難となった中東諸国からのツーリスト

が目立つほか、低コストの医療などを求める米国など

からのツーリストが含まれる（図表３）。

　これら主要な医療ツーリストを受け入れる国々の多

くでは、外貨獲得や内需拡大といった目的により国策

としての取り組みを実施している場合が多い。 このよ

うな国策としてのプロモーション活動や制度改革と 

いった後押しがあったことに加え、アジアでは営利企

業として経営を行っている民間病院が多いことから、

病院側に新たな収益源として医療ツーリズムに積極的

に取り組むインセンティブが強くあったことも、アジ

アにおける医療ツーリズムの拡大に寄与したものと思

われる。

　医療ツーリストのための優良病院世界のトップ10の

中にも、アジア地域の病院が６病院選ばれており、そ

れらの多くは系列病院を持つ民間病院である。このよ

うに、アジア地域では民間病院の活躍が医療ツーリズ

ムの発展に大きく寄与している。

３．医療産業集積の形成と医療ツーリズム

　医療ツーリストの受け入れの拡大も視野に入れ、ア

ジアなどでは新たな医療拠点の整備が進みつつある。

例えば、ドバイでは最先端の医療を集積した「ヘルス

ケアシティ」が、韓国の済州島では北東アジアの医療

ツーリズムの受け入れ拠点を目指した「ヘルスケアタ

ウン」を建設中である。また、中国ではアジア最大級

の医療施設「燕達国際健康城」が2010年にオープンする。

　巨大な医療産業集積の形成により、多くの医療ツー

リストを呼び寄せている事例として米国ピッツバーグ

市の取り組みが挙げられる。ピッツバーグ市は、鉄鋼

図表２　医療ツーリストの居住地域別渡航先の割合

（備考）Mckinsey「Mapping the market for medical travel（08年５月）」より作成 
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業が衰退するなか、鉄鋼業で培った「ものづくり」を

土台として産・学・官の連携により医療分野を戦略的

に成長産業として位置づけ、約20年という短期間で地

域再生を果たした。この再生の中で重要な役割を担っ

たのが、民間非営利病院IHN（Integrated Healthcare 

Network：統合ヘルスケアネットワーク）の一つであ

るUPMC（University of Pittsburgh Medical Center）

である。

　IHNとは、急性期病院を核にリハビリ、検査、在宅

ケアなど異なる機能を担う医療事業体が垂直統合した

地域医療ネットワーク／医療事業体である。ホール

ディングカンパニーの下に、医療サービスに加えて、

保険会社やコンサルティング会社などの営利事業を持

つことで収益性を補完できるほか、病院債の発行など

により財源を自ら増やすことができる。

　UPMCが、年間70億ドルを超える収入から得られる

収益をもとに、ピッツバーグ大学に巨額の研究開発資

金を提供しているほか、NIH（国立医療研究所）から

の研究資金もあり、充実した研究開発環境を求めて、

世界中から企業や民間研究機関がピッツバーグに集ま

り、巨大な医療産業集積が形成され、UPMCにおける

最先端の医療技術を提供する原動力となっている（図

表４）。 

　米国にはUPMCの他にもTMC（Texas Medical Center・

テキサス州）やMayo Clinic（Mayo Medical Center・

アリゾナ州）など、医療ツーリストを受け入れる医療産

業集積地があり、各集積地では年間数万人の医療ツー

リストを受け入れているとみられる。米国には、この

ような医療産業集積地を中心として、最先端の医療技

術を求め、年間40万人以上（2008年）の医療ツーリス

トが渡航しており、一定規模の集積が医療ツーリズム

の拡大にも結びついているものと考えられる。

４．国内の動向
　　～拡がる医療ツーリズムの取り組み～

　わが国でも医療ツーリズムに対する取り組みが加速

しており、2009年12月に閣議決定された政府の「新成

長戦略（基本方針）」に盛り込まれている。経済産業

省が「サービス・ツーリズム研究会」を設置し、健診

を中心に中国・ロシアの富裕層をターゲットとした実

証実験を行うなど、関係各省庁も取り組みを開始して

いる。

　わが国における医療ツーリズムに対する潜在的な需

要としては、①より良い品質の健診・検診を求める新

興国富裕層、②最先端の医療技術を求める世界の患者、

③低コストの医療を求める米国など先進国のツーリス

　・年間収入77億ドル
　・職員数５万人（うち医師数５千人）
　・医療圏人口400万人＋海外患者
　・経済波及効果160億ドル
　・UPMC外での雇用創出10万人
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医療サービス
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　50以上
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・高齢者生活介助
　施設16
・検査
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医療保険 多角化子会社群

・年間収入　17億ドル
・学生数　　 5.5万人

・年間収入　8.6億ドル
・学生数　　1.1万人　 
・強み　　　機械工学

図表４　米国におけるIHN：UPMC（University of Pittsburgh Medical Center）を核とした医療産業集積 

（備考）Monthly IHEP 2009年９月号「地域医療経営のガバナンスの国際比較（松山幸弘）」、UPMC「Fast Facts 2009」などより作成
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ト、などからの需要が想定される。このような潜在需

要を、一定の仮定を置いて試算すると、わが国に渡航

する医療ツーリストとして、2020年時点で年間43万人

程度の需要が潜在的にあるとみられ、潜在需要が実現

した場合の医療ツーリズム（観光を含む）の市場規模

は約5,500億円、経済波及効果は約2,800億円と試算され

る（図表５）。

　ただし、潜在的な需要を実際に取り込むためには、

現在検討が進んでいる「医療ビザ」の新設や海外に向

けた情報発信、医療通訳者の育成など様々な分野で医

療ツーリストの受け入れ体制を整備することが前提と

なる。特に、医療機関を中心に異文化・多言語への対

応をはかることが重要かつ必要不可欠な条件である。

さらに、これらの条件が整い、国内における受け入れ

が進展した場合、国内の勤務医不足の問題と整合性を

取るといったことも課題になるであろう（図表６）。 

　医療ツーリストの受け入れが進展すれば、わが国経

済の発展に寄与するだけでなく、医療費の抑制傾向が

続き、赤字経営を余儀なくされている国内の医療機関

にとっても、検査機器の稼働率向上や保険外収入の増

加による経営改善が期待できる。また、医療機関と自

治体の連携による医療産業集積の形成は、医療ツーリ

ストの呼び込みに効果的であるだけでなく、地域経済

の活性化につながる側面もあろう。 医療ツーリズムの

市場が拡大し、医療の国際化が世界的に進展するなか、

高度な医療技術・設備と豊富な観光資源を有するわが

国も、多くの医療ツーリストを呼び込むことができる

可能性は十分にあり、今後の動向が注目される。

図表５　国内における医療ツーリズムの潜在的な市場規模（2020年時点）

（備考）①IHS Global Insight、Deloitte「Medical Tourism（08年）、Medical tourism：Update and implications（09年）」、UNWTO
「Tourism Highlights（2000～09年）」、野村総合研究所「平成20年度サービスイノベーション創出事業（09年３月）」、
Medical Tourism Association「Hospital Survey（09年１月）」、各種資料、ヒアリングにより作成
②中国、ロシアのツーリスト数は2020年時点の年間世帯所得15万ドル以上の富裕層の人数に海外での健診・検診の
希望割合（35％）、受診希望国（日本・45.7％）の割合を乗じて算出。米国は、2020年時点の医療ツーリスト数
（Deloitteによる予測値をもとに推計）にアジア地域への医療ツーリストの渡航割合（08年・45％）、アジア地域の
うち日本への旅行者割合を乗じて算出。うち「健診・検診」、「低コストの医療」別のツーリスト数は、先進国
（米国）の医療ツーリスト受け入れ病院を対象としたアンケート（09年）において予想された主な受診目的の割合
（健診・検診22％、治療78％）をもとに算出
③各単価は健診・検診20万円、低コストの医療200万円、観光関連90万円と設定
④2020年における経済波及効果は、上記の純医療分の市場規模をもとに、平成17年産業連関表により算出

（備考）各種資料より作成
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　図表６　医療ツーリズム受け入れの問題点・課題

問題点・課題分　野問題点・課題分　野

医療通訳者の育成
関連産業

医療従事者及び医療事務に関わる多言語対応

医療機関

海外患者向け医療保険の不足英語や中国語などによる院内表示の充実

医療ビザの新設

規制など

海外医療機関との情報連携
（カルテ共有化など） 医療圏ごとの病床規制の再検討

情報発信（プロモーション活動、日本の医療
技術の高さや優位性の可視化など）

外国人患者の臨床データ等の不足

国内の勤務医不足との整合性海外からの治療費の送金と決算への対応




